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現地レポート：関東大震災から100年後の耐震技術 

地震津波被害の初動調査における無人機活用に向けて 

笠井良彦・川尻耕成

1．はじめに1 

 南海トラフ巨大地震発生後は、迅速かつ的確に

管内の被害状況を把握し、災害オペレーションに

必要な情報を収集する必要があり、初動調査を効

率化する技術の開発が求められている。初動調査

時は衛星等を活用した広域的被害状況把握から、

道路啓開計画に対応するための無人機（UAV等）

の局地的調査まで様々な手法が考えられる。そこ

で、大規模災害時の被災シナリオを調査し、一般

的に広く用いられている計測技術を中心に計測精

度や運用面等、多角的な視点から調査を行い、各

計測技術の初動調査への適用性について検討した。

特に、初動段階では多数の人員確保が難しいため、

少人数で調査体制を組むことができるUAV等に

着目し、自動運転での運用を見据えた初動調査効

率化のための検討を行った。具体的には、UAV
等の活用が考えられる初動調査項目について、詳

細な計測手法を検討した。 

2．各計測技術の災害対応への適用性調査 

災害対応への計測技術の利用は表-1の通り、概

ね計測対象の規模により使い分けられている。

「光学衛星」「SAR衛星」「航空写真」「航空レー

ザ」は広域の被害状況把握に優れている。一方で、

画像等取得データの粒度が粗く詳細な情報分析に

──────────────────────── 
Toward the Use of UAVs in Initial Survey of Earthquake and 
Tsunami Damage 

は向いていない。「MMS（モービルマッピングシ

ステム）」「地上レーザ」「CCTV」はある特定域

の被害状況把握に優れている。一方で、これらの

手法で広域の被害状況を把握するのは時間的、物

理的な観点から限定的である。「 UAV写真」

「UAVレーザ」も局所的な被害状況把握に向いて

おり、全ての機体でないにせよ、運用の際の汎用

性、容易性が高いことから初動調査の効率化に資

すると考え、本検討の対象とした。 

3．無人機器（UAV等）の能力と適用の検討 

UAVの機体や搭載する計測機器について、一

般的な「小型機」、測量業務で用いられる「産業

機」とその発展型「全天候機」「ハイブリッド機」

及び「固定翼機」に分類した。計測機器は「広角

カメラ」「望遠カメラ」「近赤外線レーザスキャナ」

「グリーンレーザスキャナ」とした。調査結果を

踏まえ、機体及び計測機器の比較表を作成し、そ

れぞれのメリット及びデメリットをまとめた

（表-2、表-3）。 

 

表-1 各計測技術の特徴及び活用が期待される場面  

表-2 機体の性能及び特徴比較（黄色が有効な特徴）  

表-3 計測機器の性能・特徴比較(黄色が有効な特徴）  
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各機体・機器ともに性能や特徴は一長一短あり、

目的や対象に応じた組み合わせが必要である。デ

ジタルカメラは被害状況を可視的にわかりやすく

把握するのに有効であり、レーザスキャナは被害

量や被害形状を三次元的に把握するのに有効であ

る。したがって、災害時の場合、現場での被害状

況の把握には降雨に強い「全天候機」を使用し、

視覚的な情報を得るために「広角カメラ若しくは

望遠カメラ」を組み合わせ、浸水被害形状や被害

量を把握するためには、水中や濡れた地形を計測

できる「グリーンレーザスキャナ」の組み合わせ

が有効であると考えた（図-1）。 

図-1 全天候機に搭載したグリーンレーザスキャナ  

4．自動運用の検討 

令和4年12月に改正航空法が施行され、レベル

4における自動運用が可能となったことから今回、

手動運用から発災をトリガーとする自動運用の実

現に向け、技術面及び法的観点から検討を行った。

自動運用で必要となる技術要素を「悪天候での飛

行」「長距離飛行」「長時間飛行」「リアルタイ

ム通信」の4つと捉え、それぞれの実現状況を確

認したので以下に整理する。 
・降雨時等、悪天候での飛行については、全天候

機により実現しているが、台風等の荒天時に飛

行させることは難しい。 
・長距離飛行については、LTE機により実現し

ているが、送信機通信が現状の2.4GHz通信の

機体が多く、伝送距離の関係から災害時の利用

は難しい。 
・長時間飛行については、小型の発電機を搭載し、

バッテリーに継続して給電するハイブリッド機

の開発が進展しており、非接触充電機能の研究

も進められている。 
・リアルタイム通信については、ローカル5G等

の通信手段を利用した試行が行われている。 
レベル4による飛行を現場適用するには課題が

依然として多い。また、航空法の観点からは、災

害時に飛行が必要となる「レベル4飛行（有人地

帯での目視外飛行）」、「緊急用務空域における

飛行」等を実施する場合、どのような飛行手続き

が必要となるかを調査した。いずれの制限下でも

事前事後問わず国土交通大臣へ何らかの申請が必

要であるが、特に緊急用務空域飛行への手続きに

ついては、申請相手方や対応窓口等、通常と異な

る部分もあるため災害時の申請において迅速な対

応を可能とするためには、平時から必要な措置に

ついて検討しておくことが必要である。 

5．初動調査に求められる条件整理 

前段までのUAVの活用範囲の検討を踏まえ、

どういった初動調査への活用が可能かを整理する

ため、被災シナリオを設定した。使用した被災シ

ナリオ及び対応活動シナリオは、中部地方整備局

等が作成した「南海トラフ巨大地震中部ブロック

対策計画」を基にした。計画で定められている対

応すべき7テーマに対し、初動調査の対象となる

場所・施設を明確化し、各テーマの対象施設や被

害箇所に対する「調査目的」「調査対象形状」「調

表-4 初動調査に求められる条件整理結果  
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査範囲」に着目し整理した（表-4）。 

6．被災状況調査と無人機器（UAV等）の活用

方法の検討 

初動調査に求められる条件整理結果に対し、適

用できる計測技術及びその技術による調査内容を

整理した。1つの初動調査に対し、複数の計測技

術を適用した理由は、どの技術も常に被害状況を

捉えられるわけではなく、機器特性や天候等によ

り計測機会が制限されるためである。 
今回は初動調査7テーマのうち、国土交通省が

最優先で実施すべきテーマを総合啓開と捉え、こ

のために必要な初動調査は「浸水区域の調査」

「啓開対象施設の調査」「排水処理に係る施設の調

査」「二次被害防止のための監視が必要な施設調

査」の4つに分類整理した。各調査に対し、今回

対象となる管理施設を設定した（表-5）。 

各調査は、被災対策におけるフェーズの進行を

踏まえ、時間の経過とともに把握したい被害状況

の内容が変化するものと考え、時間軸で見た場合

の調査内容も整理した（表 -6）。これにより、同

じ対象施設でも災害後の経過時間に応じた把握内

容の変化から調査手法の再設定が必要であること

がわかる。例えば、「浸水区域の調査」において

発災直後は、浸水範囲の特定と堤防破堤状況の特

定が必須、且つ目的であるが、時間経過後の仮締

切計画の段階ではどの程度の区間が破堤している

のか、その規模の特定に重点が置かれる。このよ

うに、時間の経過とともに把握したい内容は異

なってくるため、それを捉える計測手法も変える

必要がある。 
UAVの具体的な計測手法検討にあたり、調査

で捉えるべき内容を「視覚的な把握」「形状把握」

「量的把握」に分類した。「視覚的な把握」はデジ

タルカメラによる撮影、「量的把握」はレーザス

キャナによる計測、「形状把握」は両方の計測手

法が活用できるとし、調査内容に合わせ、適切な

計測手法を選定した。計測手法は調査毎に設定し、

対象施設の形状に応じ、効率的な計測手法を検討

した。陸上及び水中の河川構造物を捉えたデジタ

ルカメラによる撮影成果の例（図 -2）、グリーン

レーザスキャナによる計測成果の例（図-3）を示

す。撮影データは視覚的に構造物の状況が確認で

きるとともに、位置座標を持ったオルソ画像デー

タにすることで、他のデータとの重ね合わせが可

能となり、災害前後の状況比較に利用できる。ま

た、グリーンレーザスキャナにより取得した三次

元点群データは点群同士を結び面構造化し、陰影

表現を取り入れることで、構造物等の形状をより

わかりやすくする微地形解析図データを作成する

ことができる。これにより、構造物の変状等も認

識しやすくなる。 

表-5 各初動調査で対象とする管理施設  

表-6 時間経過による初動調査把握内容の変化  

図-2 オルソ画像データの例  

－ 44 －

土木技術資料 65-9(2023)



土木技術資料 65-9(2023) 
 

－ 45 － 

各調査における詳細な計測条件の設定例を表-7
に示す。計測仕様は公共測量作業規程やメーカー

推奨値をベースとし、計測対象の把握粒度に応じ

設定した。状況調査は「斜め動画撮影」「望遠撮

影」「垂直写真撮影」で行うとし、被災量調査は

「グリーンレーザ計測」で行うとしている。近赤外

線レーザではなくグリーンレーザを選定した理由

は、災害時の浸水区域の水面や水に濡れた管理施

設を欠測なく計測するためである。グリーンレー

ザ計測は陸部と水部を網羅的に計測できる技術で

ある。  

7．まとめ 

 本検討では、地震津波発生後の初動調査におい

て、全天候機UAVやグリーンレーザスキャナ等

を活用した調査方法の検討を行い、調査対象毎に

具体的な計測方法を設定した。本設定を一つの指

標とし、継続的な仕様の検討・改正を行っていく

ことで、UAVを活用した初動調査の効率化を実

現することが求められる。併せて、新しい技術を

素早く取り入れることや、運用をより効率的に行

うために仕様を標準化することも必要であると考

える。  
最後に、関東大震災の火災被害の教訓から「何

があってもすぐ消火」であったのが、生活環境が

変化したことで「揺れが収まってから消火」に変

化している。だが、被災時は状況が時々刻々と変

化するものであり、常にその状況を把握すること

が求められる。その状況把握に、UAV等の技術

を活用することで、災害対応の効率化の一助とな

れば幸いである。 
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表-7 各調査における詳細な計測条件設定例  

図-3 微地形解析図データの例  

【機密性２】 

作成日_作成担当課_用途_保存期間 

 

実実証証項項目目  実実証証内内容容（（上上段段左左：：調調査査名名、、右右：：計計測測手手法法、、下下段段：：仕仕様様及及びび評評価価指指標標））  

浸浸水水区区域域

のの調調査査 

 

浸浸水水区区域域全全体体をを把把握握すするるたためめのの調調査査 斜斜めめ写写真真撮撮影影（（全全天天候候＋＋小小型型））  

仕様  ：高度 140m、360 度 8 方位、角度 3 パターン、離発着地点直上で実施 

評価指標：視認範囲（上流どの程度までの河道域を確認できるか） 

浸浸水水区区域域をを特特定定すするるたためめのの調調査査 垂垂直直写写真真撮撮影影  

仕様  ：高度 140m、OL90%、SL60%、速度 5m/s、南北方向 

評価指標：河道が明確に視認できる解像度で画像が取得されている  

局局所所的的なな浸浸水水深深をを推推定定すするるたためめのの調調査査 ググリリーーンンレレーーザザ計計測測  

仕様  ：高度 80m、SL30%、速度 5m/s 

評価指標：水面データが取得できている  

啓啓開開対対象象

施施設設のの  

調調査査 

施施設設（（管管理理用用道道路路、、河河川川敷敷地地（（中中州州））））のの状状況況調調査査①① 斜斜めめ動動画画撮撮影影  

仕様  ：高度 50m、速度 6m/s、離隔 100m 

評価指標：施設の概要を確認できる  

施施設設（（管管理理用用道道路路））のの状状況況調調査査②②  望望遠遠撮撮影影  

仕様  ：高度 140m、機体から施設までの距離 200m 

評価指標：がれきを模したコンテナ BOX（山積 3箱）を視認できる  

施施設設（（管管理理用用道道路路、、河河川川敷敷地地（（中中州州））））のの状状況況調調査査③③ 垂垂直直写写真真撮撮影影  

仕様  ：高度 140m、OL90%、SL60%、速度 5m/s 

評価指標：がれきを模したコンテナ BOX（山積 3箱）又は漂流物を視認できる  

施施設設（（管管理理用用道道路路、、河河川川敷敷地地（（中中州州））））ののががれれきき量量調調査査 ググリリーーンンレレーーザザ計計測測  

仕様  ：高度 80m、SL60%、速度 3m/s、クロス計測 

評価指標：がれきを模したコンテナ BOX(山積 3 箱)又は漂流物を形状認識できる  

排排水水処処理理

にに関関係係すす

るる施施設設のの

調調査査 

堤堤防防のの状状況況調調査査①①（（啓啓開開対対象象調調査査とと兼兼ねねるる））  斜斜めめ動動画画撮撮影影  

仕様  ：高度 50m、速度 6m/s、離隔 100m 

評価指標：堤防の概要を確認できる  

堤堤防防のの状状況況調調査査②②（（啓啓開開対対象象調調査査とと兼兼ねねるる））  望望遠遠撮撮影影  

仕様  ：高度 140m、機体から施設までの距離 200m 

評価指標：堤防変状を模したコンテナ BOX（1m 間隔 3 箱）を視認できる  

堤堤防防のの状状況況調調査査③③（（啓啓開開対対象象調調査査とと兼兼ねねるる））  垂垂直直写写真真撮撮影影  

仕様  ：高度 140m、OL90%、SL60%、速度 5m/s 

評価指標：堤防変状を模したコンテナ BOX（1m 間隔 3 箱）を視認できる  

堤堤防防のの被被災災量量調調査査（（啓啓開開対対象象調調査査とと兼兼ねねるる）） ググリリーーンンレレーーザザ計計測測  

仕様  ：高度 80m、SL60%、速度 3m/s、クロス計測 

評価指標：堤防変状を模したコンテナボックス（1m 間隔 3 箱）を形状認識できる 

二二次次被被害害

防防止止ののたた

めめのの定定期期

監監視視 

 

管管理理施施設設（（護護岸岸））のの定定期期監監視視兼兼応応急急復復旧旧測測量量 垂垂直直写写真真撮撮影影  

仕様   ：ⅰ高度 140m、OL90%、SL60%、速度 5m/s（（浸浸水水区区域域調調査査とと兼兼ねねるる）） 

      ⅱ高度 70m、OL80%、SL60%、速度 5m/s 

評価指標：護岸の 1 ブロックを視認できる  

管管理理施施設設（（護護岸岸））のの定定期期監監視視兼兼応応急急復復旧旧測測量量 ググリリーーンンレレーーザザ計計測測  

仕様   ：ⅰ高度 80m、SL50%、速度 5m/s、基準点無、クロス計測 

      ⅱ高度 65m、SL60%、速度 4m/s、基準点無、クロス計測 

      ⅲ高度 50m、SL70%、速度 3m/s、基準点有、クロス計測 

評価指標：・護岸の 1ブロックを形状認識できる 

     ・護岸の水際の濡れた部分も形状取得できる  
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